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別紙

任期付研究員の採用手続等

（招へい型研究員の採用手続）

第１ 施設等機関の長は、招へい型研究員（防衛省の任期付研究員の採用手続

等に関する訓令（平成１０年防衛庁訓令第３２号。以下「訓令」という。以

下同じ。） 第２条第１号に規定する招へい型研究員をいう。以下同じ。）

の採用が必要と認める場合は、当該採用候補者について防衛装備庁長官（以

下「長官」という。）に上申するものとする。

（若手育成型研究員の採用手続）

第２ 施設等機関の長は、若手育成型研究員（訓令第２条第２号に規定する若

手育成型研究員をいう。以下同じ。）の採用が必要と認める場合は、採用計

画（訓令第４条第１項に規定する採用計画をいう。以下同じ。）を作成し、

長官に上申するものとする。

（上申の様式）

第３ 第１の上申は別記様式第１により、第２の上申は別記様式第２により行

うものとする。

（防衛装備庁任期付研究員選考委員会）

第４ 訓令第８条第１項の規定に基づき、防衛装備庁に防衛装備庁任期付研究

員選考委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２ 委員会は、訓令第３条第２項、第４条第２項及び第５条第２項の規定によ

る長官の諮問に応じ、当該諮問事項を調査審議し、その結果に基づき、長官

に意見を述べることができる。

（構成）

第５ 委員会の構成は、次のとおりとする。

⑴ 委員長 防衛技監

⑵ 副委員長 防衛装備庁の職員の中から委員長の指名する者

⑶ 委員 長官官房審議官、委員長の指名する内部部局の部長及び施設等機

関の長（試験場長を除く。）並びに部外有識者（防衛装備庁顧問及び防衛

装備庁参与を含む。）

（運営）

第６ 委員長は、委員会を主宰する。



２ 副委員長は、委員長を助け、及び委員長が不在の場合は、その職務を代行

するとともに、委員会の事務を整理する。

（任期付研究員選考部会）

第７ 委員会の下に、第４第２項の調査審議に関して必要な作業を実施するた

め、任期付研究員選考部会（以下「部会」という。）を置く。

２ 部会の構成は、次のとおりとする。

⑴ 部会長 長官官房審議官

⑵ 部会員 内部部局の課長若しくはこれに準ずる官、研究所の研究企画官

及び研究統括官のうち、部会長が指名する者その他部会長の指名する者

３ 部会長は、部会を招集し、部会の事務を総括整理する。

４ 部会長は、第１項の作業のため必要があると認めるときは、第２項第２号

に掲げる者以外の者を部会に出席させ、意見を述べさせることができる。

（関係部局の協力）

第８ 防衛装備庁の関係部局は、委員会又は部会から、関係者の出席、資料の

提出等の依頼があった場合は、これに協力するものとする。

（採用候補者等の決定）

第９ 長官は、防衛大臣に上申する招へい型研究員又は若手育成型研究員の採

用候補者を決定（防衛大臣に申請する若手育成型研究員の採用に係る採用計

画の決定を含む。）したときは、当該上申に係る施設等機関の長に通知する

ものとする。

２ 施設等機関の長は、前項の通知を受けた場合は、当該通知に基づき、応募

者に対し、書面により通知するものとする。

（研究業績報告）

第１０ 施設等機関の長は、所部の任期付研究員の研究業績（研究成果、研究

活動等をいう。以下同じ。）について、毎年度の状況を翌年度の４月３０日

までに別記様式第３により長官に報告するものとする。

（任期付研究員業績手当の上申）

第１１ 施設等機関の長は、所部の任期付研究員の研究業績が特に顕著であ

り、訓令第１５条に規定する任期付研究員業績手当を支給すべきと認める場

は、別記様式第４により長官へ上申するものとする。

２ 前項の上申の期限は、毎年１０月３１日とする。

（任期付研究員業績手当審査会）



第１２ 第１１第１項の上申に関して長官が諮問するため、防衛装備庁に任期

付研究員業績手当審査会（以下「審査会」という。）を置く。

２ 審査会は、長官の諮問に応じ、当該諮問事項について調査審議し、その結

果に基づき、長官に答申するものとする。

３ 審査会の構成は、次のとおりとする。

⑴ 審査会長 長官官房審議官

⑵ 審査委員 次のアからウまでに掲げる者のうち、審査会長が指名する者

ア 内部部局の課長又はこれに準ずる官

イ 研究所の研究企画官、研究統括官、部長、ユニット長（総務・会計ユ

ニット長を除く。）、特別研究官、プロジェクト調整官、研究管理官又

は主任研究官

ウ 防衛装備庁顧問又は防衛装備庁参与

（庶務）

第１３ 委員会、部会及び審査会の庶務は、長官官房人事官において処理す

る。

第１４ この通達に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員

長が、部会の運営に関し必要な事項は部会長が、審査会の運営に関し必要な

事項は審査会長がそれぞれ定める。


